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平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１） 

（平成 30 年３月 23 日） 

 

 

【全サービス共通】 

○ 介護保険施設等における歯科医療について 

問１ 介護保険施設等における歯科医療について、協力歯科医療機関のみが歯科医療を

提供することとなるのか。 

（答） 

介護保険施設等における歯科医療について、歯科医療機関を選択するのは利用者で

あるので、利用者の意向を確認した上で、歯科医療が提供されるよう対応を行うこと

が必要である。 
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【通所系・居住系サービス】 

○ 栄養スクリーニング加算について 

問 30 当該利用者が、栄養スクリーニング加算を算定できるサービスを複数利用して

いる場合、栄養スクリーニング加算の算定事業者をどのように判断すればよいか。 

（答） 

サービス利用者が利用している各種サービスの栄養状態との関連性、実施時間の実

績、栄養改善サービスの提供実績、栄養スクリーニングの実施可能性等を踏まえ、サ

ービス担当者会議で検討し、介護支援専門員が判断・決定するものとする。 
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【小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護】 

○ 若年性認知症利用者受入加算について 

問 40 若年性認知症利用者受入加算について、小規模多機能型居宅介護や看護小規模

多機能型居宅介護のように月単位の報酬が設定されている場合、６５歳の誕生日の

前々日が含まれる月はどのように取り扱うのか。 

（答） 

本加算は６５歳の誕生日の前々日までは対象であり、月単位の報酬が設定されてい

る小規模多機能型居宅介護と看護小規模多機能型居宅介護については６５歳の誕生

日の前々日が含まれる月は月単位の加算が算定可能である。 
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【各種の地域密着型サービス】 

※ 介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関する Q&Ａ（平成 18 年９月４日介護

制度改革 information vol.127 事務連絡）問 18は削除する。 
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【看護小規模多機能型居宅介護】 

○ 訪問体制強化加算について 

問 120 訪問体制強化加算は、看護師等（保健師、看護師、准看護師、理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士をいう。）が訪問サービス（医療保険による訪問看護を含む）

を提供した場合には、当該加算の要件となる訪問回数として計上できないという理解

でよいか。 

（答） 

貴見のとおりである。サービスの提供内容に関わらず、看護師等が訪問した場合に

ついては、当該加算の算定要件である訪問サービスの訪問回数として計上できない。 

 

○ サテライト体制未整備減算について 

問 121 訪問看護体制減算については、サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業

所及びその本体事業所である看護小規模多機能型居宅介護事業所それぞれにおいて

届出し、該当する場合にそれぞれが算定するものであるが、サテライト体制未整備減

算については、サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所及び本体事業所のい

ずれか一方が訪問看護体制減算を算定している場合に、サテライト体制が減算型であ

るとして、サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所及び本体事業所の両方に

おいてサテライト体制未整備減算を算定するという理解でよいか。 

（答）その通り。 

 

○ 指定に関する基準の緩和について 

問 122 法人によらず指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の開設を申請できるこ

ととなったのは、有床診療所のみという理解でよいか。  

（答） 

貴見のとおりである。 

 

問 123 有床診療所が指定看護小規模多機能型居宅介護事業所を行う場合であって、当

該事業所の宿泊室として届出を行った有床診療所の病床に入院患者がいない場合に

ついては、看護小規模多機能型居宅介護の利用者を宿泊させてもよいという理解でよ

いか。 

（答） 

貴見のとおりである。ただし、従来通り、宿泊室については、宿泊専用の個室がな

い場合であっても、プライバシーが確保されたしつらえになっている必要があり、カ

ーテンでは認められないものである。 

 

問 124 個室以外の宿泊室について、カーテンは利用者のプライバシーが確保されたし
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つらえとは考えにくいことから不可とされているが、アコーディオンカーテンではど

うか。 

（答） 

個室以外の宿泊室について、プライバシーが確保されたものとは、パーティション

や家具などにより利用者同士の視線の遮断が確保されるようなものである必要があ

る。アコーディオンカーテンにより仕切られている宿泊室については、パーティショ

ンや家具などと同様にプライバシーが確保されたものである場合には、宿泊室として

取り扱って差し支えない。 

 

問 125 有床診療所が指定看護小規模多機能型居宅介護事業所を行う場合について、有

床診療所の病床が４床で１病室であり、その病室のうち１病床のみを看護小規模多機

能型居宅介護事業所の宿泊室として届出した場合、当該事業所の当該宿泊室の定員は

１人であることから、当該宿泊室（１病床）については、一人当たり 6.4 ㎡程度以上

として差し支えないという理解でよいか。 

（答） 

貴見のとおりである。ただし、プライバシーの確保については、問 124 のとおりで

ある。 

 

問 126 有床診療所が指定看護小規模多機能型居宅介護事業所を行う場合について、有

床診療所の病床を宿泊室として届出できることとなっており、当該病床のうち１病床

以上は看護小規模多機能型居宅介護サービス利用者の専用のものとして確保してお

くこととされているが、当該サービスの利用者がいない場合であっても、常時、宿泊

室の確保が必要となるのか。  

（答） 

必要である。看護小規模多機能型居宅介護サービスは通い、泊まり、訪問（介護・

看護）サービスを柔軟に組み合わせるサービスであり、利用者の泊まりに対応できる

よう、利用者専用の病床として１病床以上の確保が必要となる。 

 

問 127 有床診療所が指定看護小規模多機能型居宅介護事業所を行う場合であって、看

護小規模多機能型居宅介護サービス利用者が、当該有床診療所に入院することはでき

るか。  

（答） 

利用者の状態の変化等により医師の判断により入院することは可能であるが、利用

者が看護小規模多機能型居宅介護サービスの宿泊サービスを利用しているのか、有床

診療所への入院であるのか混乱しないよう、利用者や家族等に入院に切り替える理由

や、利用者の費用負担について十分説明し理解をえること。 
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○ サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所の創設について 

問 128 訪問サービスは、サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所及びその本

体事業所である看護小規模多機能型居宅介護事業所の利用者に対し、それぞれの職員

によりサービスを行わないといけないか。  

（答） 

訪問サービスについては、本体事業所である看護小規模多機能型居宅介護事業所及

びサテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所の従業員は、相互の利用者に対し

サービスを提供することができる。 

 

※ 平成 24 年 3月 16 日 問 159、157、156、における「サテライト事業所」について

は、「サテライト型看護小規模多機能型居宅介護」と、「小規模多機能型居宅介護」に

ついては、「看護小規模多機能型居宅介護」と読み替えるものとする。 

 

○ 訪問看護事業所の指定を受ける場合の取り扱いについて 

問 129 サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所の本体事業所である看護小

規模多機能型居宅介護事業者が訪問看護事業者の指定を併せてうけ、かつ看護小規模

多機能型居宅介護サービスの事業と訪問看護の事業が同一の事業所において一体的

に運営されている場合、サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護職員

は当該訪問看護事業所のサテライト事業所として、登録者以外に訪問看護を行えると

いう理解でよいか。 

（答） 

貴見のとおりである。本体事業所が訪問看護事業者の指定をうけている場合につい

ては、サテライト型看護小規模多機能型居宅介護の看護職員 1.0 以上（常勤換算方法）

については、当該訪問看護事業所と一体で行うものとして、訪問看護のサテライト事

業所として差し支えない。ただし、看護小規模多機能型居宅介護において看護サービ

スが必要な利用者がいるにも関わらず、看護職員が指定訪問看護のみに従事すること

は適切でないことに留意すること。 
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【介護職員処遇改善加算】 

○ 外国人の技能実習制度における介護職種の技能実習生の取扱いについて 

問 142 外国人の技能実習制度における介護職種の技能実習生は、介護職員処遇改善加

算の対象となるのか。 

（答） 

介護職種の技能実習生の待遇について、「日本人が従事する場合の報酬の額と同等

以上であること」とされていることに鑑み、介護職種の技能実習生が介護業務に従事

している場合、ＥＰＡによる介護福祉士候補者と同様に、介護職員処遇改善加算の対

象となる。 
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場合であって、訪問日から利用開始日までの間に利用者の状態と居宅の状況に変化がな

ければ、算定要件である利用者の居宅への訪問を行ったこととしてよい。 

 

≪参考≫ 

「平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（平成 27 年 4 月 30 日）問 21」の

修正 

 

【介護予防通所リハビリテーション】 

○ 送迎の実施について 

問９ 介護予防通所リハビリテーションにおいて、利用者の居宅から指定介護予防通所リ

ハビリテーション事業所との間の送迎を実施しない場合、基本報酬を算定してよいか。 

（答） 

利用者の居宅から指定介護予防通所リハビリテーション事業所との間の送迎を実施す

ることが望ましいが、利用者の状態を把握し、利用者の同意が得られれば、送迎を実施

しない場合であっても基本報酬を算定して差し支えない。 

 

 

【看護小規模多機能型居宅介護】 

○ 管理者について 

問 10 看護小規模多機能型居宅介護の管理者については、事業所ごとに専らその職務に従

事する常勤の管理者を置くこととされており、看護小規模多機能型居宅介護事業所の管

理上支障がない場合には、同一敷地内にある他の事業所、施設等若しくは事業所に併設

する指定介護療養型医療施設（療養病床を有する診療所に限る）、介護医療院等の職務に

従事することができるとされているが、医師が管理者になることは可能であるか。 

（答） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所が診療所であって、当該診療所が有する病床を当

該看護小規模多機能型居宅介護事業所の宿泊室として兼用する場合には、当該事業所の

管理業務に支障がない場合、当該事業所に併設する指定地域密着型介護老人福祉施設、

指定介護療養型医療施設（療養病床を有する診療所に限る）及び介護医療院に配置され

た医師が管理者として従事することは差し支えない。 

 

○ 管理者及び代表者について 

問 11 看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者及び代表者について、保健師及び看護

師については、医療機関における看護、訪問看護又は訪問指導の業務に従事した経験の
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ある者である必要があり、さらに管理者としての資質を確保するための関連機関が提供

する研修等を受講していることが望ましいとされているが、医師の場合はどのように考

えればよいか。 

（答） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所が診療所である場合であって、当該指定看護小規

模多機能型居宅介護の利用者へのサービスの提供に支障がない場合には、当該診療所が

有する病床については、宿泊室を兼用することができることとされたことから、当該看

護小規模多機能型居宅介護の管理者及び代表者について、保健師及び看護師ではなく医

師が従事することは差し支えない。この場合、厚生労働大臣が定める研修の修了は求め

ないものとするが、かかりつけ医認知症対応力向上研修等を受講していることが望まし

い。 

 

【介護福祉施設サービス、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】 

○ 特別養護老人ホームの職員に係る「専従要件」の緩和について 

問 12 一部ユニット型施設・事業所が、ユニット型部分とユニット型以外の部分それぞれ

別施設・事業所として指定されることとなった場合について、 

➀常勤職員による専従が要件となっている加算 

➁入所者数に基づいた必要職員数が要件となっている加算 

の算定について、それぞれどのように考えればよいか。 

（答） 

（➀について） 

従来、「一部ユニット型」として指定を受けていた施設が、指定更新により、ユニッ

ト型施設とユニット型以外の施設とで別の指定を受けている場合を含め、同一建物内

にユニット型及びユニット型以外の介護老人福祉施設（又は地域密着型介護老人福祉

施設）が併設されている場合については、「個別機能訓練加算」や「常勤医師配置加算」

など常勤職員の専従が要件となっている加算について、双方の施設を兼務する常勤職

員の配置をもって双方の施設で当該加算を算定することは認められないものとしてき

たところである。 

しかしながら、個別機能訓練加算については、「専ら機能訓練指導員の職務に従事す

る」ことが理学療法士等に求められているものであり、一体的な運営が行われている

と認められる当該併設施設において、双方の入所者に対する機能訓練が適切に実施さ

れている場合で、常勤の理学療法士等が、双方の施設において、専ら機能訓練指導員

としての職務に従事しているのであれば、今後、当該加算の算定要件を双方の施設で

満たすものとして取り扱うこととする。 
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【通所系・居住系サービス】 

○ 栄養スクリーニング加算について 

問２ 栄養スクリーニング加算は当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している

場合にあっては算定しないこととされているが、当該事業所以外で算定してから６か月を空け

れば当該事業所で算定できるか。 

（答） 

 ６か月を空ければ算定は可能だが、算定事業者の決定については、「平成 30 年度介護報酬

改定に関する Q＆A（Vol.１）」（平成 30 年３月 23 日）の通所系・居住系サービスにおける栄養ス

クリーニング加算に係る問 30 を参照されたい。 
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【介護職員処遇改善加算】 

○ 最低賃金の計算について 

問７ 最低賃金を満たしているのかを計算するにあたっては、介護職員処遇改善加算によ

り得た加算額を最低賃金額と比較する賃金に含めることとなるのか。 

（答） 

介護職員処遇改善加算により得た加算額を、最低賃金額と比較する賃金に含むか否か

については、当該加算額が、臨時に支払われる賃金や賞与等として支払われておらず、

予定し得る通常の賃金として、毎月労働者に支払われているような場合には、最低賃金

額と比較する賃金に含めることとなるが、当該加算の目的等を踏まえ、最低賃金を満た

した上で、賃金の引上げを行っていただくことが望ましい。 

 

【サービス提供体制強化加算】 

○ 療養病床等から介護医療院へ転換した場合について 

問８ 療養病床等から転換した介護医療院においてサービス提供体制強化加算を算定するにあ

たっては、療養病床等に勤務していた職員の勤続年数を通算できるのか。 

（答） 

転換前の療養病床等と転換後の介護医療院の職員に変更がないなど、療養病床等と介護

医療院が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することがで

きる。 

 

 

≪参考≫ 

・平成 21 年度改定関係 Q＆A(vol.１)（平成 21 年３月 23 日）問５ 

【加算の届出】 

○ サービス提供体制強化加算 

（問５） 同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）における勤続年数や異なる業種

（直接処遇職種）における勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の承

継時にも通算できるのか。 

また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士である場合にも通算できるのか。 

（答） 

同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種（直接処遇を行う

職種に限る。）における勤続年数については通算することができる。また、事業所の合併又は

別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、事業

所が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することができる。


